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参考資料１ 

低圧事業用太陽光発電設備の 
地域供給可能性調査結果 



地域共生型再エネ事業の普及・発展について 
 再エネ発電事業が、地域に根ざし、持続的・安定的に営まれていくためには、地域活性化やレ
ジリエンス強化に資する地域共生型の再エネ発事業を促進することが重要 

 その一環として、事業者・市町村等と連携し、災害時等に小規模太陽光発電設備の電力を
地域で活用する仕組みづくり等を通じて、地域共生型の再エネ発事業を普及・展開を検討 

 まずは、太陽光発電設備に具備された災害時に活用できる給電用コンセントの設置状況等を
把握すべく、府内の小規模事業用太陽光発電設備を対象にアンケート調査を実施 
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１．調査期間 

   2020年６月１５日～７月３日 

２．調査対象 

   府内に小規模事業用太陽光発電設備（20kW以上50kW未満）を所有する 

   発電事業者（個人を除く） 対象発電所：1,174施設 

３．調査方法 

   郵送で依頼、メール・ＦＡＸにて回答 

４．調査結果 

   次ページのとおり 



低圧事業用太陽光の地域供給可能性調査結果 

3 

調査対象：１，１７４発電所、有効回答数：５３５発電所（４５．６％） 

自立運転機能・給電コンセントの有無 

あり 

27% 

なし 

73% 
N=535 

可 

33% 不可 

67% 
N=143 

屋根置

き（敷

地内含

む） 

57% 

野立て 

43% N=47 

災害時の地域供給可否 屋根/野立ての比率 

 ３割弱（143施設）の発電所が自立運転機能・給電コンセントを具備しており、そのうち約３
割にあたる47施設が「災害時の地域供給可能」と回答 

 47施設の内訳は、屋根置き（敷地内含む）が27施設、野立てが20施設 
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総合エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事業分科会 再生可能エネルギー大量導入・次世
代ネットワーク小委員会（第18回） 基本政策分科会 再生可能エネルギー主力電源化制度改革小委員会（第6回）合同
会議（令和2年7月22日）：資料２「再エネ型経済社会」の創造に向けて～再エネ主力電源化の早期実現～（抜粋） 



（参考）太陽光非常用コンセントBOXの商用化 

5 

 府内企業が、太陽光発電所用の非常用コンセントBOX（自立運転機能用外部コンセントキ
ット）を製品化 

 新設・既設の野立て太陽光発電所でも、パワーコンディショナの自立運転機能を活用して、停
電時に電気の使用が可能（停電時にも発電した電気を捨てずに非常用電源として外部供給 
地域の「給電ステーション化」として機能） 

（事例紹介）株式会社エクソルの「救電BOX」（2020年２月プレスリリース） 

（出所）株式会社エクソルHP（https://www.xsol.co.jp/product/lineup/resiliencebox/） 

https://www.xsol.co.jp/product/lineup/resiliencebox/
https://www.xsol.co.jp/product/lineup/resiliencebox/
https://www.xsol.co.jp/product/lineup/resiliencebox/

